
株式会社エビデント長野 一般事業主行動計画 

 

社員が仕事と将来を担う次世代の子育てを両立することができ、全ての社員がその能力を十分に発揮できる働き

やすい雇用環境を整備することを目的に、次のように行動計画を策定する。 

 

 

１． 計画期間 令和４年４月１日から令和９年３月３１日までの５年間 

 

 

２．内 容 

（１）目標１：所定外労働時間の削減 

＜対策＞働き方・効率性の見直しと意識改革により、所定外労働時間を削減する。 

（令和４年４月1日～） 

① 所定外労働時間の予実管理の徹底と超過職場に対する指導（毎月） 

② 休日出勤・長期休暇出勤の届出義務化（都度） 

③ フレックスタイム制のコアタイム短縮と活用の推進（継続的推進） 

 

 

（２）目標２：子を養育する社員の働きやすい職場環境の実現 

＜対策＞社内規定の見直しを行い、改訂内容資料を社内電子掲示板へ掲示し、社員へ周知する。 

（令和４年４月1日～） 

① 育児介護休業法に基づく規定制定と改定（都度） 

② 育児による労働時間の短縮（継続実施） 

－小学４年４月末までは２時間、小学６年３月末までは１時間の短縮－ 

③ ３歳未満の子を養育する者の時間外労働の免除（継続実施） 

④ 子の看護休暇日数の拡充（１人は年５日、２人以上は年１０日）（継続実施） 

⑤ 男性の育児休業取得の向上（継続的推進） 

 

 

（３）目標３：年次有給休暇の目標日数の取得促進 

＜対策＞月次管理の実施・実績の進捗により、年次有給休暇の取得を促進する。 

（令和４年４月1日～） 

① 全従業員の有給取得状況を月次で管理し、有給5日取得の義務を遵守する（毎月） 

② 5日以上の会社目標を設定し、有給取得を推進する。（継続実施） 

③ 期初に上司と取得計画を整合し、計画に添った取得を推進する。（継続実施） 

④ 定期的に取得状況を周知し、取得推進に努める。（毎月） 

 

以  上 


